
日本建築学会シンポジウム 20210306
「東日本大震災10周年を機に頻発する複合災害を考える」

WG４
原発事故による長期的な放射能汚染被害地域での
建築・まち・むらづくりをどのように進めるか

参加委員会
地球環境委員会（幹事）／建築計画委員会／農村計画委員会

ＡＭワークショップ
10:00～12:00



ワークショップの進め方

１．WG4のミッションと活動成果（提言案等） 10:00～10:20
幹事 糸長浩司（地球環境委員長、日本大学）

２．各委員からの報告 10:20～11:05
①原子力被災自治体の再生戦略の課題と展望

川崎興太（農村計画委員会、福島大学）
②福島避難自治体での「学校」の再編成について

井本佐保里（建築計画委員会、日本大学）
③災害後をどう理解できるか？

窪田亜矢（地球環境委員会、東京大学）

３．委員・参加者とのディスカッション 11:05～12:00
①原発災害の特異性、発災後からの多様な再建・復興について
長期的災害
多重的再建・復興、人・コミュニティの復興と土地の復興
②提言案について



１．WG4のミッションと活動成果（提言案等）
幹事 糸長浩司（地球環境委員長、日本大学）

幹事 糸長 浩司 地球環境委員会委員長、日本大学特任教授
委員 井本佐保里 建築計画委員会、日本大学助教

川﨑 興太 農村計画委員会、福島大学准教授
吉野 博 地球環境委員会、東北大学名誉教授
中村 勉 地球環境委員会、ものづくり大学名誉教授
外岡 豊 地球環境委員会、埼玉大学名誉教授
塚本 由晴 地球環境委員会、東京工業大学教授
窪田 亜矢 地球環境委員会、東京大学特任教授

■ＷＧ４の目的
放射能汚染被災地（避難解除地域）で安心した居住、農林業状況ではない。
ICRPは2019年夏の新勧告案→復興期の被災地を長期放射能汚染地域と定義。
長期放射能汚染地域での汚染実態、居住・生活実態、復興事業の課題、
放射能防御の居住システムや建築・居住環境計画デザイン、
土地利用計画規制制度等、検証と提言を建築学分野から行う。
将来の原発事故後対策のための建築分野での検証と提言

■ＷＧ４の報告骨子
原発事故は未曽有災害であり、従来と異なる防災・避難・復興対策が必要。
災害現場での復興中心ではなく広域的二地域居住生活の長期的補償と確立。

日本建築学会 東日本大震災10周年シンポジウム



WG4の検討経過
①地球環境委員会内に、2020年4月～2022年3月で委員長直轄のWGを設置。
②上記のWGを拡大した形式でWG4を構成

③WG４の会議経過と予定

１回目（2020年6月9日） 地球環境委員会WG。目的、進め方、委員紹介等
２回目（2020年6月30日） 委員へのアンケート

（問題、検証、提言）による討議
WG4として最初の会議。

３回目（2020年7月28日） 問題・検証・提言についての継続討論、
報告書目次案の提示と討議

４回目（2020年9月3日） 「原発事故・放射能汚染・復興事業の総合建築
学的検証と提言」報告書内容の検討、

５回目（2020年10月5日） 共通課題の検討、報告書内容の検討と分担
６回目（2020年11月2日） 共通課題の検討、報告書内容の検討
７回目（2020年12月4日） 共通宿題の再検討、公開研究会、ＷＳの進め方

８回目（2021年1月18日） 第1回公開研究会（ＷＧ４委員の報告と討議）
９回目（2021年2月12日） 第2回公開研究会（ＷＧ４委員の報告と討議）
10回目（2021年2月20日） 被災地域住民４人とのzoom討論
11回目（2021年3月6日午前） 公開ＷＳ



飯舘村後方支援チームの初期対応

① 飯舘村までいな暮らし普及センターを介して、村長、村役場に放射線対策等にかかる情報提
供、助言を実施

② 村の情報発信（マスコミ、政治家等）の支援

③ 飯舘村のまでいな家に滞在し、村役場での情報収集、情報発信支援等（3月23日～30日）

④ 後方支援チームは、京都大学原子炉実験所の今中先生達の村内調査仲介、村全域での地
上での放射線量の測定、土壌の放射性物質の調査のサポートを実施

⑤ 放射能汚染調査情報の開示と対策提案、政府への要望

院内セミナー等の開催／４月１３日

⑥ 村民の有志的活動への支援、４月２６日村民決起集会

⑦ 避難村、分村的な、短期・中期・長期構想の提案と、村の除染、除去プロジェクト提案

【NPO法人エコロジー･アーキスケープの支援】
●ＨＰでの情報開示と提案開示
●飯舘村への義援金、支援金窓口の開設

ー マスク、放射線量率測定器の村民への等の提供
－ 村への義援金の提供

飯舘村の村づくりに関与してきた、糸長浩司（日本大学生物資源科学部教授、NPO法

人EAS代表）、小澤祥司（日本大学生物資源科学部非常勤講師、環境ジャーナリスト）、

浦上（日本大学研究員、ＥＡＳ副事務局長）らで3月18日に設置し、飯舘村への支援。



原発災害の長期化と復興事業の問題、建築・都市・農村計画の責務



2011年4月11日
飯舘村特老に支援物質の搬送 日大から



「負げねど飯舘」 との打ち合わせ風景
２０１１年６月２３日 飯舘村にて



相馬市内の飯舘村仮設住宅地の近くの共同菜園づくり 支援プロジェクト



飯舘村民と専門家たちの協働によるシンポジウム開催
2011年１０月 福島市内で
→ 飯舘村放射能エコロジー研究会の発足へ
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提供 糸長浩司
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飯舘村前田地区Ｓ邸 住宅内一階床 放射線量図
２０１３年７月 除染前 日大・糸長研究室

０．６μＳｖ/ｈ

提供 糸長浩司



Ｓ邸 住宅内放射線量 一階床面 除染前後での比較図
2013年（除染前）と2015年(除染後) 日大・糸長研究室

提供 糸長浩司



飯舘村前田地区
S邸 宅地及び周

囲の山林の空間
線量分布図
地上 約1ｍ
２０１５年７月

日大・糸長研究
室

除染の限界 提供 糸長浩司

除染宅地・農
地は線量低下
するが、
裏山の低減し
ない。自然減
衰を待つのみ



除染済宅地の放射能汚染は継続
宅地表層5cm : 最高値は6844Bq/kg。89～6844Bq/kgの幅。
除染済宅地の再汚染？ 平均で2900Bq/kg。
最高値は13000Bq/kg（柿の木の下、5~10cm層）
5~10cm層の平均 2700Bq/kg。

宅地 裏山

提供 糸長浩司

除染後も宅地及び裏山土壌に核物質は残る
裏山森林は万Bq/ kgを超える



飯舘村の宅地・農地の除染済土壌は220万袋。

飯舘村の汚染された森林土壌の表層5cmの土を
除染すると、８６６万袋のフレコンバック

森林除染できないままの
長期的汚染地域の継続的汚染

フレコンバックのマヤカシ

提供 糸長浩司

特定除染地域（国直轄除染地域）の森林汚染土壌は
推定で6200万m3（除染済土壌の約８倍）
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特別除染地域市町村（11）別

除染土壌量と空間線量率の関係図

2020年12月末時点

空間線量率が高い地域で
除染がされていない。
出来ない。
放射性物質が放置され、
暗黙に最終処分地とされ
ている。

大熊町

双葉町

飯舘村

浪江町



飯舘村民の二地域居住による村（むら）の復興
現在
→
帰村
宣言
後

避難先での生活継続

二地域居住による長期的避難生活

帰村

仮設住宅

震災直後

村内 復興公営住宅
村営住宅

村外 復興公営住宅

仮設住宅

村内自宅、改築、新築

村外自立再建住宅

借り上げ住宅

村外自立再建住宅

帰村しない 生活再建

村内 グルーブホーム

村外村民コミュニティ

村外 二重コミュニティ

村外避難先既存コミュニティ

村外
支援者・支援グループ

村内コミュニティ再編
事業別コミュニティ構築
次・次々世代への継承

暖水勝規（糸長研究室）の修士論文作成図の修正

提供
糸長浩司

二地域居住への支援策必至



提供 糸長浩司

帰村農民による除染済農地での野菜栽培
→検査→販売



汚染農地における作物の
バイオエネルギー利用に関する実証研究



環境省12月17日資料 提供 糸長浩司

除去汚染土壌の再利用の危険性 復興核災害



★検証と提言のポイント(糸長案)
①「放射能対策特措法」の欠陥 → 緊急に「特措法」の改正

・東京電力福島第一原発に近い汚染地域の除染土壌は少ない
・除染されない森林除染土壌は放置されたまま。
特定除染地域（国直轄除染地域）の森林に残存する汚染土壌は
推定で6200万m3（除染済土壌の約８倍）
・避難解除後も、100Bq/ kgを超え汚染土壌が残存する除染済農地
で農作業をせざるを得ない理不尽。

震災と原発事故災害からの復興を問い、レジリエントな建築・まちづくりを考える

日本建築学会 地球環境委員長 糸長浩司（日本大学）

②「原子力災害対策特措法」等の欠陥
→長期汚染に対応した災害対策法（「放射能公害法」等）の制定
・避難解除後も長期的に汚染され被ばくの危険を抱えたまま、生活
をせざるを得ない理不尽。
・汚染森林地域を含む土地利用規制や
「放射能汚染のある都市及び農村地域の長期的復興計画法」の制定



東日本

大震災

からの

教訓

１）原発事故災害は特殊災害であり今までの防災・復興事業では限界。
２）帰還優先の復興政策であり被災者とコミュニティ再生支援が弱い。
３）長期的放射能汚染による長期災害中であるという認識がない。
４）膨大なふるさと喪失災害に対する補償、代替提案が必要である。
５）仮の町構想はとん挫し、被害者の参加による「まちまこし」が必要。
６）長期的広域的汚染の避難生活・生業再生に対応した法制度が必要

建築学

会

第二次

提言の

レビュー

本会では原発事故での甚大な災害対応は想定されておらず、災害後
の的確な調査及び対策提案を十分に提示できていなかった。今日的に
評価すると次のような内容の提言を盛り込むべきであった。
１）原発事故による長期避難・災害に伴う課題等の調査研究の視点
２）省エネや都市エネルギー策だけなく、エネルギー供給転換提言
３）長期的汚染地域での生活・住宅・建築・居住の調査と対策
４）総合的な建築汚染及び農的生活環境汚染調査と対策提案
５）除染・復興事業に伴う課題や適切な法制度、事業の提案
６）避難実態の解明と避難計画の適格性の調査と的確な対策提言

まちづく

りへの

展望

１）どこのまちづくり復興かを問う。元の町での「まちのこし」か、外の地
でのコミュニティによる「まちのこし」かが問われる。
「二つのまちづくり展望」を構築とその計画・事業制度が必要。

２）行政だけによるまちづくりではなく、被害者、被害コミュニティを主
体としたまちづくりの展開、計画、支援制度（公金使用）が必要。



発災前
（事前対策）

発災直後
（応急対応） 復旧・復興1 復旧・復興2

検
証

・原発依存型
の地域経済社
会、公共サー
ビスの問題

・原発事故を
想定した真剣
な建築・都市・
農村計画の不
在の理由は何
か

・避難に伴う災害

・避難者と支援者
による「災害ユー
トピア」の評価

・米軍のともだち
作戦被ばく実態

・応急仮設住宅の
構法の開発（福島
型）の成功

・仮設住宅の断熱
性、快適性の評価

・長期的汚染地域の認識

・原発事故災害の特異性
（原因者存在、被害と避難
の広域性と長期性）

・早急な避難解除と早期帰
還優先の行政施策の問題
・放射能対策法の限界
・除染の効果と限界
・住宅放射能防御策の効果
・汚染下での農的生活実態
・森林、木材汚染実態解明

・「町残し、町戻
し」復興事業に
偏重しすぎ

・ハード中心か
つ外部資本依存
の復興事業

・復興事業によ
る核災害・環境
破壊の危険性

・従来型復興計
画と事業の限界

提

言

・二地域居
住事前計画

・広域的事
前対応計画

・長期汚染
土地利用規
制計画

・核シェル
ター対策

・汚染予測と計画
的避難可能性
・原子炉設備対応
・広域避難計画
・非避難防御対策
・災害ユートピア

・各地域での仮設
住宅開発
・快適仮設建設

・避難長期化計画制度事業
・内外二重コミュニティ構築
・長期被ばく防御方策
・長期的除染（移染）・監視
・復興核災害への対策
（森林伐採、木材利用規制）

・長期汚染対応の防御と規
制制度問題

・長期的な仮設・復興住宅
の質の担保

・汚染継続地域
再生構想

・原発災害復興
法制度の構築

・「放射能特措
法」の改訂

・放射能公害法
の制定

・原発災害検証
と国際的提言





「10年経過、原発災害中の今、二次災害への懸念」

「原子力緊急事態宣言」は解除されず、
福島県内の避難指示11市町村での解除後の2021年1月時点の
居住率27％で高齢者率が高い（東京新聞2021/1/25）。
原発激甚災害は長期化する。

膨大な放射性物質は、宅地、農地で一定程度除染されたが、
圧倒的な面積を占める森林での除去は不可能
汚染エリアに取り囲まれた地域での生活、生業はできないと
被災住民の判断

筆者推計では汚染森林土壌は6200万m3中間貯蔵施設の約4倍
フレコンバックが消えても山に見えないフレコンバックの山



被災地の復興事業の実情
ライフライン等の公共施設整備
イノベーション構想による新産業のための整備等

震災前に居住していた人達は戻らず、
新たな移住者による町おこしか
人の復興ではなく、土地の復興
従来型の自然災害からの場の復興=人の復興
復興行政システムの限界

筆者は発災直後に飯舘村民に長期的復興策
「100年2地域居住構想」を提案
福大の今井照教授は「移動する村」と表現

自治体は人の集合体であり、場所ではない。
従来型の自然災害に対する復興施策と異なる
原発災害特有の復興施策（法制度見直し）



神戸震災の後、塩崎賢明は復興事業による孤独死を
復興＜災害＞と表現

原発災害の復興事業でもこの復興災害の心配、
ふるさとコミュニティの分断による復興災害

＋ 復興核災害

汚染された樹皮を活用した発電所建設
除染した汚染土壌による農地整備等
復興核災害の二次災害を招く復興事業



A.検証と放射能と向き合う建築学の深化

提言１（検証） 継続的検証
長期的な被害実態、避難行動、除染、各自治体での復興計画、復興住
宅、公共施設整備等復興施策の成果と課題の検証。発災直後の被災自
治体及び被災者の懸命な避難行動は高く評価される。住宅、宅地、町、
農林地の長期的放射能汚染実態の解明、除染の効果と限界、及び生活、
生業、コミュニティでの回復と復興行動、帰還住民が少ない中での被
災地中心の従来型復興事業の課題、原発に頼った都市農村地域計画と
政策の課題等の検証を提案する。会員は復興計画・事業、被災者住民
の行動に深く関与していることも含めての検証が必要である。

提言２（建築学の深化）
長期的な核汚染、破局的局面ともいえる状況下で、建築、都市、農村
の居住空間、生業空間、「生空間」(人間の生きる空間)が問われ、原
発によるエネルギーにも依存してきた建築・都市・地域の構築に深く
関与してきた建築学の反省と再考を含め、人新世の時代における多重
な災害に対応した建築学の深化に向けた行動を提案する。





B.避難者・被害者の生命・健康、コミュニティの尊重（避
難と移住）
提言3（汚染予測と緊急避難）
原発事故発災後的確な情報がない中で被災自治体及び被災者の賢明な避
難と防御行動により多くの住民の命と健康が守れた。国や東電から
SPEEDI等の情報が的確に開示されていれば、無駄な初期被ばくや避難災
害を避けることができたことも事実であり検証が必要である。的確な放
射能汚染予測の開発と適用を図り、2011の教訓を生かした適正で実現性
の高い避難計画を策定する。

提言４（避難計画と核シェルター）
発災直後、的確に避難できない場合も想定されることより、広域避難が
不可能な緊急事態が生じた場合も想定した避難（待避）計画の充実。的
確な放射線防御のできる「核シェルター」機能を持つ強固な施設の配置
計画とそこへの緊急時誘導計画を策定する。



提言５(長期避難)
原発が稼働されている状況下では今後の原発事故発生を想定せざるをえ
ない。2011年の教訓から長期的避難生活の広域的展開が予想され、広域
的避難先での長期的滞在が可能な質の良い避難施設、自家菜園・コミュ
ニティ菜園等も併設した避難住宅地（避難村）のような施設整備計画と
発災時に速やかな実施事業の展開が必要である。

提言６（ふるさとと二地域居住）
「ふるさととつながる」仕組みづくりが必要である。事故は長期的避難
生活、長期的移住生活、かつ汚染地域での長期的管理活動を被災住民と
被災自治体にもたらす。帰還し、あるいは避難先から通うことで被災地
域の環境管理に賢明な住民や地域コミュニティがある。ふるさとで培っ
た人々のつながりを捨てることはできない。捨てることによるストレス
は痴ほう症等の二次災害ももたらす。帰還や移住の択一的選択ではなく、
いつかは故郷に帰るという決意を胸に安心した避難生活、移住生活を続
け「将来の帰還の思いを持つ長期避難」というもう一つの選択をした人
達も多くおり、被災住民とその協力者による新たなコミュニティづくり
も始まっている。被災者の長期的避難実態、ふるさととのつながり実態、
発災後に提案された多くの「仮の町構想」について検証し、ふるさとと
のつながりを継承していくための「仮の町・村」、二重住民票や二地域
居住制度の検討が必要である。



Ｃ．放射能汚染に対応した建築・都市・農村の対策と法制度
の見直し
提言７(建物内の被ばく低減)
住宅・建物での適切な放射能被ばく予測手法の開発と低減手法の開発が
必要である。長期的な汚染地域での居住における、住宅防御建設手法、
宅地防御手法等の放射線防御住宅地計画と手法開発が必要である。

提言８（建築都市農村の法制度）
長期的な放射能汚染に即した建築・都市・農村での人々の生活と生業の
保証や空間維持・創造、土地利用管理に関する法制度は皆無である。原
発事故に対応した、建築基準法、都市計画法、農振法、森林法等での放
射能汚染影響を低減する法制度の検討が必要である。



Ｄ．復興事業の見直しと原発事故に特化した再構築
提言９（復興事業の再編と二次災害の回避）
被災地の復興が自治体の復興であり、土地外に継続的避難する住民の
復興は希薄となりやすい。現在の復興行政システムの課題、さらに、
ハードな公共事業は被災地での一過性との非難もあり、公共復興事業
の見直しと再編の検討が必要である。森林土壌、樹木等の長期的汚染
実態解明や対策には科学な検証が必要であり、伐採樹木の利活用を復
興事業で進めることでの二次汚染災害のリスクを十分に検討し、適正
な森林再生事業の見直しをする必要がある。さらに除去された汚染土
壌の農地での再生利用が復興事業の展開により二次的放射能汚染災害
も心配され、復興事業の見直しと再編が必要である。



提言10（森林再生と木材規制）
放射能汚染の長期化での森林汚染が最も深刻であるが、「放射能対策
特措法」では森林除染は対象外であり、推計では特定除染地域（国直
轄除染地域）の森林に残存する汚染土壌は6200万m3以上で、中間貯蔵
施設の予定保管量の約８倍である。長期的視点からの汚染森林の保
全・管理と再生計画を検討し、モデル的再生事業を繰り返し、周囲へ
の汚染の防止と森林の再生に向けた事業展開が必要である。現在の森
林再生事業では、樹皮が6400Bq/kg以下の汚染樹木は伐採され木材加工
され市場に搬出される。木材の核物質規制値は設定されておらず建築
材として利用される。森林経営にとって規制値設定は厳しいとしても、
消費者との信頼関係を構築するためには、適正な放射能汚染規制値を
設定し、放射能汚染木材の規制管理システムの構築が必要である。木
材利用に深く関係する本学会は広く木材関連、建築関連の学協会とこ
の点の実態解明と評価、対策のための行動が求められる。



提言11（バイオマス発電事業の見直しと地域再生）
汚染された樹皮（福島森林再生事業での規定6400Bq/kg以下）を活用
したFIT活用のバイオマス発電事業が復興事業の一環として進められ
ている。フィルターの集塵効果の有無での安全性に対する立場が二分
しているが、復興二次災害を招くリスクの高い本事業に関しては被災
地域住民、国民を巻き込んだ再検討が必要である。発電所建設は建設
業が担うものであり、科学的、技術的論点について討議を広く進める
ことを提案する。また、風力発電の150基を超える計画もある。予定
地は汚染森林地域であり、汚染樹木の伐採・排出処理に伴う汚染の拡
大、景観及び自然環境の破壊などの課題が予想され、多様な関係者に
よる協議が必要である。原発に頼らず、適正な規模で、地域住民も参
画できる再生可能エネルギー生産の地域的構築のシステムと制度の構
築が必要である。



Ｅ．原発事故災害対応のための法制度と体制の見直し
提言12（「放射能対策特措法」の改正）
汚染された森林土壌、湖底や川底の汚染土壌は法的に処理されない
まま永久に放置することを前提にしているような「放射能対策特措
法」は、汚染された全ての土壌、その他汚染物質に関しての長期的
な管理法に改正される必要がある。また、長期的汚染地域を法的に
認定し、その地域での長期的な土地利用規制、土地利用管理、汚染
対策、再生施策等の開発の推進を提案する。

提言13（土壌汚染対策）
除染後も放射性物質の残存する生活、汚染農地での農作業をする被
災住民の無念な気持ちを理解する必要がある。「原子炉等規制法」
のクリアランスレベルは100Bq/kgであるが、これを超える汚染され
た除染済土壌での農業を強いられている。環境省は、100Bq/kgは
「廃棄物を安全に再利用できる基準」、特措法での8,000Bq/kgは「廃
棄物を安全に処理するための基準」と説明する。しかし、農作業は
「廃棄物を安全に処理する」行為ではなく、汚染土壌での農作業の
慎重な取り扱いが法制度的にも求められる。かつ、「農用地土壌汚
染防止法」に放射性物質規制はないことも問題であり、その改正を
検討する必要がある。



提言14（原子力災害公害法）の制定
原子力災害特措法は発災後の対応が主で、長期的汚染に対応してい
ない。現在も「原子力緊急事態宣言」は解除されず、避難解除され
た後の被災地は何の区域にも指定されず法的に放置されたままであ
る。2019年のICRPの新勧告案での「復興期の長期汚染地域」の記述は、
避難解除された地域を長期汚染地域として指定して対処すべきとい
う勧告案である。チェルノブイリでは移住の権利地域あるいは移住
義務ゾーンに相当する区域で、福島の帰還者は通常の生活をしてい
る。将来的な被ばくリスクに対して対策や補償が設定されるよう、
長期放射能汚染地域の指定と長期的災害対策に取り組む法制度が必
要である。

提言15（原発災害対応の国家機関創設）
被災自治体と支援自治体の連携も含めた長期的避難、長期的復興施
策、さらに「子ども・被災者支援法」の改正と実行等、国の責任で
遂行する必要があり、「原子力防災省（機構）」（仮称）のような
専門機関の創設を提案する。



日本建築学会 シンポジウム「東日本大震災10周年を機に頻発する複合災害を考える」
WG４ 原発事故による長期的な放射能汚染被害地域で建築・まち・むらづくりをどのように進めるか

原子力被災自治体の復興・再生の課題
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事故後1か月（2011年4月） 事故後102か月（2019年9月）

出典：原子力規制委員会（2020）「福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測定結果について」

●空間線量率は、主に放射能の自然減衰によって、70％～80％低減

１. 原子力被災市町村の現状

(1) 放射能汚染



●除染は完了になったが、年間1mSv以上の地域が存在
●森林や河川などは、ほぼ手つかずのまま

１. 原子力被災市町村の現状

福島市大波地区の大波城址周辺における
除染の実施箇所

しかし



●すべての市町村で、帰還困難区域を除いて避難指示解除

●特定復興再生拠点区域では、2022～2023年頃に解除予定

(2) 避難指示

2011年4月22日時点（事故直後） 2020年3月10日時点（帰還困の一部解除）

１. 原子力被災市町村の現状



(3) 避難と帰還

１. 原子力被災市町村の現状

大熊町の帰還者向け災害公営住宅

●避難指示解除地域の
帰還率は、全体では28％

●解除が遅かった市町村で
は1割未満

●帰還者の多くは高齢者

●生徒数の激減に伴って多
くの学校が休校・閉校

●役場避難の9市町村は、
双葉町を除いて帰還

解除時期
住民登録
(人)

居住者
(人)

居住率
(％)

田村市
都路地区東部

2014年4月1日 269 227 84%

川内村東部
2014年10月1日、
2016年6月14日

283 118 42%

楢葉町 2015年9月5日 6,789 3,927 58%

葛尾村 2016年6月12日 1,298 419 32%

南相馬市
小高区など

2016年7月12日 8,047 4,218 52%

川俣町
山木屋地区

2017年3月31日 757 351 46%

飯舘村 2017年3月31日 5,438 1,412 26%

浪江町 2017年3月31日 14,214 1,238 9%

富岡町 2017年4月1日 9,073 1,212 13%

合計 － 46,168 13,122 28%

注：この表は、市町村に対するヒアリング調査によるもの。

避難指示解除地域の人口（2020年2月29日・3月1日時点）



●2019年10月現在、11市町
村の商工会会員2,305事業
所の68％が再開

●ただし、地元再開は32％

●解除が遅かった市町村では、
休業中が50％程度

●再開できない一番の理由は
「震災時商圏の喪失」

事業所の再開状況埼玉県加須市で再開した双葉町の店舗

(4) 生業・産業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=866）

広野町（n=47)

田村市都路（n=24）

川内村（n=45）

楢葉町（n=64）

葛尾村（n=20）

南相馬市小高（n=100）

川俣町（n=8）

飯舘村（n=62）

浪江町（n=212）

富岡町（n=129）

大熊町（n=83）

双葉町（n=59）

休業中 避難元で再開 避難先で再開 震災前事業を廃業し別事業

資料：福島県商工会連合会（2019）「避難区域内の経営実態に関する

商工業者アンケート（第二次）調査結果報告」

１．原子力被災市町村の現状



(5) 土地利用の状況 －浪江町中心市街地－

１．原子力被災市町村の現状

①原発事故前

約160ha

1439棟

注：この図は、2010年住宅地
図を参考にして作成した
イメージ図である。



②原発事故直後

約160ha

1439棟

注：この図は、2010年住宅地
図を参考にして作成した
イメージ図である。

１．原子力被災市町村の現状



③2017年9月（避難指示解除の半年後）

注：この図は、福島大学川﨑
研究室の現地調査の結果
に基づくものである。

約160ha

1310棟

１．原子力被災市町村の現状



④2018年9月（避難指示解除の1年半後）

約160ha

1123棟

注：この図は、福島大学川﨑
研究室の現地調査の結果
に基づくものである。

１．原子力被災市町村の現状



⑤2019年8月（避難指示解除の2年半後）

約160ha

812棟

注：この図は、福島大学川﨑
研究室の現地調査の結果
に基づくものである。

１．原子力被災市町村の現状



⑥2020年9月（避難指示解除の3年半後）

約160ha

650棟

注：この図は、福島大学川﨑
研究室の現地調査の結果
に基づくものである。

１．原子力被災市町村の現状



(6) 市町村の原子力災害からの復興に関する認識

●2020年7月～9月に、福島県内の全59市町村にアンケート調査

●全59市町村に配布・回収（回収率100％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全市町村（n=59）

避難市町村（n=12）

浜・中通り市町村（n=30）

会津市町村（n=17）

被害が発生した 被害は発生しなかった 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全市町村（n=59）

避難市町村（n=12）

浜・中通り市町村（n=30）

会津市町村（n=17）

被害は解消した 被害は解消していない 無回答

【福島原発事故による
被害の有無】

【福島原発事故による
被害の解消状況】

１．原子力被災市町村の現状



避難市町村

【原子力災害からの復興に関する課題】

浜・中通り市町村会津市町村

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民の帰還

移住者や交流・関係人口の増大

コミュニティの維持・再生

避難先の住民の生活支援

復興の担い手の育成・確保

財源の確保

損害賠償対策の実施・充実

事故収束の実現

放射性物質対策の実施・充実

土地・建物の管理・保全

被災住宅の再建・住宅の確保

農業・農地の再生

林業・森林の再生

水産業・水圏の再生

工業・工業地の再生

商業・商業地の再生

観光業・観光地の再生

雇用の創出・産業の集積

交通の復旧・再生

ライフラインの復旧・再生

医療・福祉・介護の復旧・再生

教育・学習の復旧・再生

再エネの導入・普及

防災対策の実施

防犯対策の実施

帰還困難区域の復興・再生

被災・復興の記録と伝承

伝統・文化の維持・継承

風評被害の払拭

その他

避難市町村（n=12）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民の帰還

移住者や交流・関係人口の増大

コミュニティの維持・再生

避難先の住民の生活支援

復興の担い手の育成・確保

財源の確保

損害賠償対策の実施・充実

事故収束の実現

放射性物質対策の実施・充実

土地・建物の管理・保全

被災住宅の再建・住宅の確保

農業・農地の再生

林業・森林の再生

水産業・水圏の再生

工業・工業地の再生

商業・商業地の再生

観光業・観光地の再生

雇用の創出・産業の集積

交通の復旧・再生

ライフラインの復旧・再生

医療・福祉・介護の復旧・再生

教育・学習の復旧・再生

再エネの導入・普及

防災対策の実施

防犯対策の実施

帰還困難区域の復興・再生

被災・復興の記録と伝承

伝統・文化の維持・継承

風評被害の払拭

その他

浜・中通り市町村（n=30）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民の帰還

移住者や交流・関係人口の増大

コミュニティの維持・再生

避難先の住民の生活支援

復興の担い手の育成・確保

財源の確保

損害賠償対策の実施・充実

事故収束の実現

放射性物質対策の実施・充実

土地・建物の管理・保全

被災住宅の再建・住宅の確保

農業・農地の再生

林業・森林の再生

水産業・水圏の再生

工業・工業地の再生

商業・商業地の再生

観光業・観光地の再生

雇用の創出・産業の集積

交通の復旧・再生

ライフラインの復旧・再生

医療・福祉・介護の復旧・再生

教育・学習の復旧・再生

再エネの導入・普及

防災対策の実施

防犯対策の実施

帰還困難区域の復興・再生

被災・復興の記録と伝承

伝統・文化の維持・継承

風評被害の払拭

その他

会津市町村（n=17）

１．原子力被災市町村の現状



出典：双葉町（2016）「双葉町復興まちづくり計画（第二次）」

２. 原子力被災自治体の将来構想

(1) 双葉町

●唯一の全町避難
●旧避難指示解除準備区域
区域と特定復興再生拠点
区域

●一団地の都市計画を活用
して「働く拠点」と「住む拠
点」の整備

●最後発のため移住者に期
待

住む拠点

働く拠点

働く拠点 住む拠点（駅西） 住む拠点（駅東）



(2) 大熊町

２. 原子力被災自治体の将来構想

●2019年に大川原拠点が
完成し、役場が帰還

●特定復興再生拠点区域で
一団地の都市計画を活用
して大野駅周辺の旧中心
部の下野上地区の整備

●産業交流施設の事業検討
協力者を募集中

出典：大熊町（2019）「大熊町下野上地区整備計画（案）」

大川原拠点

大野駅周辺

県立大野病院



双葉町

大熊町

2019年4月
避難指示解除準備
区域と居住制限区
域の避難指示解除 2019年5月

役場が復興
拠点に帰還

2020年3月
避難指示解除準備
区域の避難指示解除2022年春頃

特定復興再生拠点区域の避難
指示解除（帰還困の11％）

2022年春頃
特定復興再生拠点区域の避難
指示解除（帰還困の18%）

？
白地地域の
避難指示解除

？
白地地域の
避難指示解除

2045年～
中間貯蔵施設
の跡地利用

2045年～
中間貯蔵施設
の跡地利用

2041～2051年以降
福島第一原発の廃炉後の跡地利用

2041～2051年以降
福島第一原発の廃炉後の跡地利用

資料：大熊町（2019）「大熊
町帰還困難区域における
中長期復興構想」

資料：双葉町（2017）「双葉
町 特定復興再生拠点
区域復興再生計画」

１F

１F

●面積の96％が帰還困
※面積：51k㎡

●人口の96％が帰還困
※人口：6,000人

中間貯蔵施設

中間貯蔵施設●面積の60％が帰還困
※面積：79k㎡

●人口の96％が帰還困
※人口：10,000人

双葉町と大熊町の復興には
半世紀以上の歳月が必要

２. 原子力被災自治体の将来構想

(3) 双葉町と大熊町



チェルノブイリ原発事故の最大の教訓

福島原発事故の最大の教訓？

チェルノブイリ原発事故によって
消滅した町や村のお墓

http://achikochi.takema.net/kaigai2/georg
ia2019/2019_07georgia28_Uklaine4.html

大熊町の中心市街地

「大きな原発事故は一瞬で
町や村をまるごと消滅させる」

主として強制的な移住政策が実行されたことによる

「大きな原発事故は遅かれ早かれ
町や村をまるごと消滅させる」

帰還政策が実行されているものの、
住民の帰還も新たな住民の移住も進んでおらず、
少数の帰還住民の大部分は高齢者

２. 原子力被災自治体の将来構想



３. 福島の復興に向けた課題

検証なくして教訓なし
検証なくして復興なし

●政府は、福島については、２０２１年度以降の１０年間、引き続き国が前面
に立って本格的な復興・再生に向けた取り組みを行うとの方針

●しかし、福島の本格的な復興・再生を図るためには、原発事故そのもののみ
ならず、原子力災害からの復興に関する総合的な検証を行うことが不可欠

●少なくとも、以下の３点に関する検証が必要

●その上で、復興に向けた課題を抽出するとともに道筋を描くことが必要

①福島原発事故の発生に伴う被害実態の包括的・総体的な把握

②被災者の生活再建と被災地の復興・再生に関する到達点の解明

③原発事故の再発防止策と再発した場合の被害の最小化策の合理性に
関する確認



避難の
広域性と長期性

被害の
広域性と長期性

原因者の存在

原子力災害の特質

３. 福島の復興に向けた課題

課題①

原子力災害の特質に即した法制度の制定



●災害対策基本法をベースとする災害対策法制は、発生頻度の高い中規模・
一過性の自然災害を想定して構築

●超大規模・長期災害である原子力災害に対して、うまく対応できない

被害

被災者

被災地

事故収束（長期にわたって廃炉・汚染水対策が続く）

放射能汚染（長期にわたって放射能汚染が続く）

長期避難者（自力再建住宅等への入居後も避難者であり続ける）

長期被害者（避難元への帰還後も被害者であり続ける）

長期環境回復（長期汚染地域の安全・安心性の回復措置が必要）

長期地域再生（長期的なまちの存続に向けたプランニングが必要）

自然災害の場合 原子力災害の場合

法制度が不十分または欠落している部分

３. 福島の復興に向けた課題



●災害対策基本法において災害対策の一義的な実施主体とされている市町村

●しかし、以下の２つの理由から、市町村（と都道府県）が全国各地に避難す
る被災者の生活再建を支援することは限界

①行政資源という観点からの限界性
→ 例：浪江町の復興支援員

②地方自治体の本性という観点からの限界性
→ 区域内のゾーン・ディフェンス
→ 動機を持たない者にはできない

●原発事故の原因者の一者である国が「支援」ではなく、「主体」となって
原子力災害からの復興を担う防災・復興省や原子力防災省といった国家行政
組織の創設

３. 福島の復興に向けた課題

課題②

原子力災害対策に関する国家行政組織の創設

埼玉県の県外避難者支援センター



２０１８年・丸善出版 ２０１８・八朔社 ２０２１年・丸善出版

ありがとうございました。



災後をどう理解できるか？

⽇本建築学会 地球環境委員会 公開研究会
放射能汚染被害地域⻑期対策検討WG

2021年3⽉6⽇ 窪⽥亜⽮
東京⼤学 地域デザイン研究室



災後という空間
ゾーニングの限界

空間計画の論点

南相⾺市⼩⾼区

まちなか

集落

浪江町 町政の結果としての現在
町外コミュニティの反実仮想

⼟壌汚染
イタイイタイ病

個人と集合的な空間の関係

空間計画と復興のパラダイムシフト

現場

制度
理念 放射性物質とは何か？

Hyperobjects、廃棄

本日の概要

自然じねん的実践



⼟壌汚染のありうべき対応？
イタイイタイ病＝和解を受け入れた

● ● ●
汚
染
源
の
発
⽣
と
放
置

● ● ●
環
境
汚
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に
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緊張感のある信頼関係

窪⽥亜⽮ 2019	イタイイタイ病被害地域におけ
る勝訴と和解に⾄るプロセスに関する考察 -⼟
壌汚染公害の被害対応は如何にあるべきか、
⽇本建築学会計画系論⽂集、84(762)



1）和解の当事者性と時間
勝訴（1971-72）から和解（2013）までの約40年間という年⽉
被害者と加害者の間の緊張感のある信頼関係を構築するのに必要な時間
被害者の⼈⽣の時間における⻑さ、⽀援の意味

2）訴訟と連動させない補償内容の明確化と実現
被害の発⽣から勝訴までは、約60年間
勝訴の前に、健康被害対応、環境回復と地域復興、再発防⽌対応は可能か？
（基幹産業の喪失が伴うこともある）
→	⼟地のゾーニングと環境のマネジメントを連動する空間計画の模索

3）被害地域の社会構造
農業地帯におけるカドミウムという明確な⼟壌汚染に対する集団的主体性
→ 多様な被害への多様な反応、集落や市街地での被害範囲の共有とは？

4）福島原発被害地域への知見の構築に向けて
未来にわたる健康被害：放射能汚染の結果
環境回復と地域復興：除染と原発産業の変容
再発防止：廃炉の困難、周辺⼭間地域の⼟砂流出や⽕事、全国再稼働
加害者の意識すら無い状況

⼟壌汚染のありうべき対応？
イタイイタイ病＝和解を受け入れた

窪⽥亜⽮ 2019	イタイイタイ病被害地域におけ
る勝訴と和解に⾄るプロセスに関する考察 -⼟
壌汚染公害の被害対応は如何にあるべきか、
⽇本建築学会計画系論⽂集、84(762)



1）避難の指⽰と解除
緊急避難：情報、渋滞
応急避難：被曝、離散
⻑期化避難：不可視化

→ 避難不可能なまま放置

2）除染の基準設定
⽣命⽣活＝個⼈の尊厳
賠償、公共事業
国が決定（濃度と範囲）

→ 国に任せておいて良いのか？

3）復興計画の範囲決定
箱物
未来/エネルギー関連特化
被災前とは異なるまちへ

→ 復興計画とは何か？

イタイイタイ病３条件とは遠い

20km圏

原発被災地域では？
ゾーニングによる避難・除染・復興

窪⽥亜⽮ 2019	原発被災地域におけるゾーニングに関する研究 -福
島第⼀原発被災地域の緊急避難・応急避難・⻑期化避難の三つの
期間を対象として、⽇本建築学会計画系論⽂集、84(763)



原発被災地域の現場では？
小高区まちなか：空地の植物による新たな風景

2010 12,543 ⼈

2017.4   1,775           ⼈
2021.1     4,305 /7,686⼈

2016/7/12 避難指示解除

リレーションシップ ID rId2 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。

災害公営住宅地の余地で菜園
⾮帰還者の⼟地でガーデニング

リレーションシップ ID rId2 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。



オムスビ カフェ Odaka Micro	Stand	Bar

小高区まちなか：自然的実践の交流という本質

2月20日～次回研究会
森山貴士さん御登壇

原発被災地域の現場では？

2月20日研究会
森山貴士さん御登壇

奥澤/窪⽥ 2020 原発被災を経たまちな
かにおける交流空間の果たした役割 -被
災から8年の福島県南相⾺市⼩⾼区を対
象に、⽇本都市計画学会論⽂集、55-3



小高区集落：土地利用管理の住民自治

人は減るけど土地は減らない
→ ⾏政区全員で問題共有
→ 実態把握 (⾮帰還者の宅地と畑)
→ ⾃分たちでやれることはやるという責任観

浦尻
行政区

原発被災地域の現場では？ 窪⽥/李/萩原/益⾢ 2020	原発複合被災の⼟地利⽤・
管理への影響把握と集落単位による対応に関する研
究-避難指⽰解除を経た福島県南相⾺市⼩⾼区浦尻
⾏政区を対象として、建築学会計画系論⽂集



浪江町・町政＝実現した復興計画
2011 21,434 ⼈

2017.3   150-200 ⼈
2021.1     1,084 ⼈

2017/3/31 避難指示解除原発被災地域の現場では？

2012.4『どこにいても浪江町⺠』
2017.2『「町残し」をしなければならない。震災前は「町おこし」だっ
たが、今は町が存続するのか、なくなるのかという岐路に⽴っている。

町おこし＝Build	back	better＝復興計画における通常の理念
しかし、やっていることは、普通の復興計画事業にみえる

・国の意向：除染や廃炉やイノベ等、町ではどうしようもない？
・空間計画の限界：箱物や特定事業施設の整備しかできない？



浪江町・町外コミュニティ＝実現しなかった計画
原発被災地域の現場では？

2月20日～次回研究会
原田雄一さん御登壇

浪江新町通り沿いの原⽥時計店

安達運動場近くの新たな原⽥時計店

残すべきは⼈間関係
集住により浪江継承
いつかみんな⼀緒

みんなが住める場所
＝町外コミュニティ
の計画を具体的練上
しかし町⻑は拒否

解除は時期尚早主張

反実仮想：今とは異なる、もうひとつのあったかもし
れない姿→ 達成されなかった計画を救済する

密な⼈間関係を可能にする町外コミュニティ計画が実
現していたとしたら、帰還できていたかどうかは不明。
しかし、みんなで集まって帰れたかもしれない。

町政も町外コミュニティ計画も「町残し」したかった。
→ 復興 build	back	better	の再考

2月20日研究会
原田雄一さん御登壇二枚の写真は「民の声新聞」より転載

窪⽥亜⽮ 2020	原発被害のまちの存続
とは何か？ -事例研究：浪江町におけ
る町外コミュニティの様相、⽇本建
築学会計画系論⽂集、85(777)



個人と集合的な空間計画の関係
空間計画の論点

個⼈の空間的な⾃由としての移動や在居は、空間計画によって制限される。
なぜなら・空間は独⽴できず連担している。

・集合的な性格を有する空間計画の⽬的は「公共の福祉」である。
・「公共の福祉」は個⼈の権利を制限できる。

→	被災者は、被災による立ち退きや抑留のみならず、復興計画事業によっ
ても空間的な⾃由を制限されている＝緊急事態

窪⽥亜⽮ 2020	都市計画における移動の⾃由の制限の再考 - 東⽇本⼤震災後の
状況を素材として、都市計画論⽂集、⽇本都市計画学会、計画論⽂集 55-3

窪⽥亜⽮ 2021	都市空間政策は「在居」をどのように扱っているか？ - 在居に
関連する法制度と事業の基礎的研究、⽇本建築学会計画系論⽂集、86(779)



あらゆるモノ同士の関係
空間計画の論点

放射性物質とは何か？

・除染できない （居住地域への侵⼊は防げない：⼭⽕事、⼟砂災害）
・管理できない （中間貯蔵施設、最終処分、廃炉、海洋放出などの議論）
→廃棄できない

時間と空間を超えて存在し続けるモノ cf.	Hyperobjects,	Timothy	Morton,	2013

空間計画と復興のパラダイムシフト

1- viscosity 粘性
2- nonlocality ⾮局所性
3- temporal	undulation 時間的波動
4- phasing 位相の遷移
5- interobjectivity 間客観性

窪⽥亜⽮ 2020	 不可能で必要な責務としての空間計画 -原発被災
地域の実践にみる⽰唆、『都市問題』後藤・安⽥記念東京都市研
究所、No.111



災後という空間
ゾーニングの限界

空間計画の論点

南相⾺市⼩⾼区

まちなか

集落

浪江町 町政の結果としての現在
町外コミュニティの反実仮想

交流

⾃治

⼟壌汚染
イタイイタイ病

個人と集合的な空間の関係

空間計画と復興のパラダイムシフト

窪⽥亜⽮ 2019	原発被災地域におけるゾーニングに関する研究 -福
島第⼀原発被災地域の緊急避難・応急避難・⻑期化避難の三つの
期間を対象として、⽇本建築学会計画系論⽂集、84(763)

窪⽥/李/萩原/益⾢ 2020	原発複合被災の⼟地利⽤・管理への影響
把握と集落単位による対応に関する研究-避難指⽰解除を経た福
島県南相⾺市⼩⾼区浦尻⾏政区を対象として、建築学会計画系
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